
公立大学法人宮崎公立大学文書規程 

平成１９年４月１日 

規程第３３号 

目次 

第１章 総則（第１条－第９条） 

第２章 文書の収受（第１０条－第１２条） 

第３章 文書の処理（第１３条－第２２条） 

第４章 文書の施行及び発送（第２３条－第２９条） 

第５章 文書の保存、整理及び廃棄（第３０条－第３８条） 

第６章 雑則（第３９条・第４０条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、別に定めがあるもののほか、法人の文書事務について必要な事項を

定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 文書 職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を

いう。以下同じ。）であって、職員が組織的に用いるものとして、理事長が保有してい

るものをいう。 

⑵ 学内文書 学内の機関等の相互において発送する文書又は収受した文書をいう。 

⑶ 外部文書 学内文書以外の文書で、発送するもの又は収受したものをいう。 

⑷ 課等 公立大学法人宮崎公立大学の事務組織に関する規程第２条に定める課及び機

関をいう。 

（文書取扱いの原則） 

第３条 文書は、すべて丁寧、正確かつ迅速に取扱い、責任をもって能率的に処理すると

ともに、常にその処理状況を明らかにしておかなければならない。 

（文書記述の原則） 

第４条 文書を作成するときは、別に定めるところにより、平易、簡潔かつ明瞭に表現し

なければならない。 

２ 文書は、左横書きとする。ただし、企画総務課長が縦書きを相当と認めた文書は、こ

の限りでない。 

（文書管理の原則） 

第５条 文書は、非常災害に対処し得るよう管理しなければならない。 

２ 秘密を要する文書は、特に厳重に管理しなければならない。 

（企画総務課長の職務） 

第６条 企画総務課長は、公立大学法人宮崎公立大学（以下「法人」という。）における文

書事務を統括するとともに、文書事務について課等の長（以下「課長等」という。）に対

し、必要な処置を求めることができる。 



（課長等の職務） 

第７条 課長等は、常に当該課等の文書事務が円滑かつ適正に処理されるよう努めなけれ

ばならない。 

（文書主任） 

第８条 課等に文書主任を置く。 

２ 文書主任は、課等の庶務担当の係長（係長に相当する者を含む。）を充てる。ただし、

これにより難い場合は、他の係長以上の職にある者を充てるものとする。 

３ 課長等は、文書主任を置いたときは、直ちにその職及び氏名を企画総務課長に通知し

なければならない。 

４ 文書主任は、課長等の命を受け課等における次に掲げる事務を処理する。 

⑴ 文書の収受及び発送に関すること。 

⑵ 文書の審査に関すること。 

⑶ 文書事務の指導及び改善に関すること。 

⑷ 文書の整理、保存、引継ぎ及び廃棄に関すること。 

⑸ その他文書事務について必要なこと。 

（文書担当者） 

第９条 文書主任の事務を補助するため、係（係を置かない課等においてはその課等）に

文書担当者を置く。 

２ 文書担当者は、課長等が所属職員の中から指名するものとする。 

３ 文書担当者は、文書主任の命を受け、文書主任の行う事務を補助するものとする。 

第２章 文書の収受 

（文書の収受等） 

第１０条 到達した文書は、企画総務課において収受し、次に定めるところにより所管す

る課等に配布する。この場合において複数の課等に関係する文書を収受したときは、最

も関係の深いと認められる課等に配布する。 

⑴ 文書は、開封せずに所管する課等へ配布する。ただし、所管する課等が不明確な文

書並びに次号及び第３号に掲げる文書は、開封することができる。 

⑵ 書留（現金及び小切手、為替等の有価証券が封入されている文書を含む。）及び電報

は、文書配布簿に記入する。 

⑶ 収受の日が権利の得喪に関係がある文書は、封皮に収受日時を明記するとともに文

書配布簿に記入する。 

２ 前項の規定にかかわらず、企画総務課長が指定する文書については、直接、文書主任

において収受することができる。 

３ 料金の不足又は未納の郵便物が到達したときは、企画総務課長が認めるものに限り当

該料金を支払って収受する。 

（文書の受付） 

第１１条 文書主任は、第１０条第１項の規定により企画総務課から配布を受け、又は同

条第２項の規定により直接収受した文書（以下「収受文書」という。）について、文書収

発簿に受付年月日及び文書件名その他の必要な事項を記入するとともに、当該文書の下

欄の余白に文書受付印を押さなければならない。ただし、次に掲げる文書については、

収受登録を省略することができる。 



⑴ 軽易な照会文及び通知文 

⑵ 学内文書で特に重要な文書以外のもの 

⑶ その他前２号に類するもの 

（法人内における親展文書） 

第１２条 学内文書であって親展とするものは、前条の文書と区別して取り扱わなければ

ならない。 

第３章 文書の処理 

（文書主任の処理） 

第１３条 文書主任は、文書の収受登録を完了したときは、その処理について課長等の指

示を受けなければならない。 

（課長等の処理） 

第１４条 課長等は、文書の処理に当たり、自ら処理するもののほか主務者（当該文書の

処理を担当する職員。以下同じ。）に処理方針を示して処理させなければならない。 

２ 課長等は、文書が重要かつ異例であるときは、当該文書の上部の余白に「一応供覧」

と朱書し、その処理について速やかに上司の指示を受けなければならない。 

（主務者の処理） 

第１５条 主務者は、処理する文書について、前条の指示に従い、速やかに供覧又は起案

その他必要な措置をとらなければならない。 

（起案） 

第１６条 文書の起案は、起案用紙を用いなければならない。ただし、軽易な事案で付箋

若しくは余白を利用して処理できる文書又は定型的な事案で一定の帳票により処理する

ことが適当と認められる文書についてはこの限りでない。 

２ 余白を利用して起案する場合には、朱書きをしなければならない。 

３ 起案するときは、起案理由その他参考事項を記入又は登録するとともに、事案の経過

を明らかにする関係書類を添付しなければならない。ただし、軽易又は定例的な文書に

ついては、この限りでない。 

（特別扱いの表示） 

第１７条 起案する文書のうち秘密に属するものは「秘」、重要なものは「重要」、急を要

するものは「至急」等の取扱種別を明示しなければならない。 

（決裁及び回議） 

第１８条 起案文書は、公立大学法人宮崎公立大学処務決裁規程（以下「決裁規程」とい

う。）その他専決に関する定めに従い、決裁を受けなければならない。 

２ 前項の規定により決裁を受ける場合の回議の順序は、課員、主務係長（係長を置かな

い課等においては、当該事案を担当する副主幹又は主査）、課長補佐（課長補佐を置かな

い課等においては、課等に置く主幹等）、課長等、事務局長、理事、副理事長を経て理事

長の順とする。この場合において、参事、主幹、副主幹、主査等の職制のある課等にお

いては、その分掌する事務が決裁文書と関連するときに限り、その職制に相応する順序

にその者に回議することができる。 

３ 前項の規定にかかわらず、課長補佐、主幹及び副主幹が、当該事案の主務係長を兼務

している場合は、当該主務係長への回議を省略することができる。 

（合議） 



第１９条 ２以上の課等に関係する文書は、関係の最も深い課等において起案し、関係の

ある課等に合議しなければならない。ただし、合議は、必要かつ最小限の範囲に限るも

のとし、関係課長と事前に協議することにより、又は関係課長に当該事案に係る文書の

写しを送付することにより省略することができる。 

（代決等） 

第２０条 代決をする権限を有する者は、決裁規程により決裁文書を代決する場合は、所

定の欄に認印し、「代」と朱書する方法により行わなければならない。 

２ 第１８条第２項に定める回議を行う際に、決裁権を有する者以外の次の表の左欄に掲

げる職の者が不在の場合は、同表の右欄に掲げる職の者（第１８条第２項に定める職の

者に限る。）がそれぞれ代わって、同表の上欄に掲げる職の回議を受けるべき欄に押印し、

「代」と記入のうえ回議することができる。ただし、重要又は異例の文書については、

この方法によることができない。 

局長 参事、課長等 

課長等 課長補佐又は課等に置く主幹 

課長補佐（課長補佐を置かない課等に

おいては、課等に置く主幹等） 

課等に置く主幹、係長又は課長等の指定する副主幹

若しくは主査 

係長（係長を置かない課等においては、

当該事案を担当する副主幹又は主査） 

課長等の指定する副主幹、主査又はその他の職員 

３ 前項ただし書に該当する場合において、当該文書が施行に急を要するものに限り、「後

閲」と表示し、当該上司が登庁の際、直ちに回議しなければならない。 

４ 前２項の規定は、前条に規定する合議を行う場合について準用する。 

（再回） 

第２１条 合議を受けた起案文書について、再度回付（以下「再回」という。）を求めると

きは、その旨を明記しなければならない。 

２ 前項の規定により再回を求められたときは、決裁後、文書の施行に先立ってこれを行

わなければならない。再回を求められない場合において、決裁の趣旨が最初の立案と異

なったとき又は廃案となったときも、同様とする。 

（説明を要する回議） 

第２２条 第１７条において「秘」、「重要」及び「至急」及びと表示した文書並びに内容

を説明する必要があるものについては課長等又は主務者が回議する者に自ら説明しなけ

ればならない。 

第４章 文書の施行及び発送 

（浄書） 

第２３条 決裁を受けた文書は、所管する課等で浄書した後施行しなければならない。 

２ 文書主任は、浄書された文書を決裁済文書と照合し、審査を行うものとする。 

（発信者及び日付） 

第２４条 発送する文書は、理事長その他職務権限を有する者の職名及び氏名をもってし

なければならない。 

２ 発送する文書には、発送する日の日付及び文書の末尾に括弧書きで課等、係名を記入

しなければならない。 



（文書記号及び番号） 

第２５条 文書の施行は、文書記号及び番号を記入し、かつ、文書収発簿に所要事項を記

入して行わなければならない。ただし、軽易又は定例的な文書については、この限りで

ない。 

（資料作成課等表示） 

第２６条 資料を作成するときは、作成する課等が明らかとなるよう上部余白に資料作成

課等表示をしなければならない。 

（公印及び契印） 

第２７条 発送する文書には、公立大学法人宮崎公立大学公印規程に定める公印を押し、

決裁を受けた文書と契印しなければならない。ただし、軽易な文書についてはこの限り

でない。 

（発送の手続） 

第２８条 外部文書の発送は、企画総務課長が郵便若しくは信書便（以下「郵便等」とい

う。）又は運送若しくは使送により行うものとする。 

２ 文書主任は、前項に定める郵便等による発送を依頼するときは、郵便物等差出依頼票

により行うものとする。 

（施行後の処理） 

第２９条 施行が終わった文書は起案用紙及び文書収発簿にその旨を記入しなければなら

ない。 

第５章 文書の保存、整理及び廃棄 

（文書の整理及び保存） 

第３０条 文書は、常に整然と分類して整理し、必要なときにすぐに取り出せるように保

存しなければならない。 

（分類基準表等） 

第３１条 文書主任は、文書を分類整理するため、分類基準表及び簿冊管理簿を毎年度当

初に作成しなければならない。 

２ 文書主任は、年度の途中で分類基準表及び簿冊管理簿を変更する必要が生じたときは、

適宜修正しなければならない。 

３ 企画総務課長は、必要があると認めるときは、前２項の規定により登録された分類基

準表及び簿冊管理簿の修正を求めることができる。 

（完結文書の整理及び保存） 

第３２条 事案処理の終了した文書は、分類基準表及び簿冊管理簿に基づいて、標準ファ

イル又は表紙及び背表紙に簿冊背表紙を貼り付けたファイル用品に収納する方法により

年度ごとに整理し、保存するものとする。ただし、暦年により整理する必要があるもの

については暦年により、年度をまたがって処理される事案に係るものについては年度を

またがって整理し、保存することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、内容が極めて軽易な文書で保存の必要のないものは、完結

後直ちに廃棄しなければならない。 

（未完結文書の整理及び保存） 

第３３条 事案処理の終了していない文書は、一定の箇所に整理して保存し、常にその所

在を明らかにしておかなければならない。 



（文書の保存期間） 

第３４条 文書の保存期間の区分（以下「文書保存区分」という。）は、３０年、１０年、

５年、３年及び１年とする。 

２ 文書の保存期間は、別表文書保存区分表を基準として、所管する課長等が定めるもの

とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、法令等に保存期間の定めのある文書及び時効が完成する

間証拠として保存する必要がある文書の保存期間は、それぞれ法令等に定める期間又は

時効期間によるものとする。 

４ 文書の保存期間は、会計年度によるものは完結した日の属する年度の翌年度から、暦

年によるものは完結した日の属する年の翌年から起算する。 

（文書の保存等） 

第３５条 文書の保存は、所管する課等において収納して行うものとする。ただし、文書

保存区分が３０年の文書で、完結した日の属する年度の翌年度（暦年によるものは完結

した日の属する年の翌年）１年間を経過したもののうち、企画総務課において保存する

必要があると企画総務課長が承認したもの（以下「企画総務課保存文書」という。）は、

この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定による承認の申請は、３０年保存文書保存承認申請書により行わ

なければならない。 

（マイクロフイルム等による保存） 

第３６条 文書のうち適当と認めるものについては、あらかじめ、企画総務課長と協議の

うえ当該文書をマイクロフイルム及びその他の方法により収録して保存することができ

る。 

（文書の移管） 

第３７条 文書主任は、事務の移管又は機構改革があったときは、新たに所管する課等の

文書主任に文書引継書により当該文書を引き継がなければならない。 

（文書の廃棄） 

第３８条 文書主任は、保存期間の経過した文書について、企画総務課長の合議を受けて

廃棄するものとする。ただし、引き続き保存する必要があるときは、期間を定めて保存

することができる。 

２ 文書主任は、前項の規定により文書の処理を決定したときは、分類基準表の当該廃棄

文書の備考欄に、廃棄した年月を記載しなければならない。 

第６章 雑則 

（歴史資料文書の管理） 

第３９条 第３２条の規定により廃棄しようとする文書のうち、歴史資料としての価値を

有すると認められるものの管理については、別に定める。 

（様式） 

第４０条 この規程に規定する書類の様式は、別に定める。 

附 則 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。 



附 則 

 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

文書保存区分表 

文書保存区分表 

項目 30 年 10 年 ５年 ３年 １年 

１ 法人規程の制定及び改廃に関する

文書 

○         

２ 大学その他機関の設置及び廃止に

関する文書 

○         

３ 理事長、副理事長の事務引継書 ○         

４ 職員の長期給付、退職手当及び恩給

に関する文書 

○         

５ 訴訟及び不服申立てに関する文書 重要 ○       

６ 財産に関する文書 重要 ○       

７ 公示に関する文書 特に重要 重要 ○     

８ 文部科学省からの令達、通達その他

の文書 

特に重要 重要 ○     

９ 契約、協定等に関する文書 特に重要 重要 ○ 軽易   

10 事業の計画及びその実施に関する

文書 

特に重要 重要 ○ 比較的軽易 軽易 

11 役員会に関する文書 特に重要 重要 ○ 比較的軽易 軽易 

12 予算、決算及び出納に関する文書 特に重要 重要 ○ 比較的軽易 軽易 

13 人事に関する文書 特に重要 重要 ○ 比較的軽易 軽易 

14 職員の服務に関する文書     ○ 比較的軽易 軽易 

15 その他 30年保存の必要があると認

められる文書 

○         

16 その他 10年保存の必要があると認

められる文書 

  ○       

17 その他５年保存の必要があると認

められる文書 

    ○     

18 その他３年保存の必要があると認

められる文書 

      ○   

19 その他１年を超えて保存する必要

がないと認められる文書 

        ○ 

 


